
がけ崩れなどの危険がある区域（がけ地近接等危険区域）内にある既存の住宅（危険住宅）

を除去し、安全な場所へ移転（新築、購入）する住民に対して、国、県及び市町村が一体と

なって移転費用の補助を行う事業です。 

＜現在補助制度のある市町村：１２市町村＞ 

北九州市、福岡市、八女市、豊前市、中間市、うきは市、朝倉市、糸島市、那珂川市、東峰村、添田町、赤村 

勾配 30 度超 

がけ 
高さが３ｍ 
を超える『がけ』 

がけの高さの２倍

がけの高さの２倍

建築が制限されている範囲 

（＊１）「福岡県建築基準法施行条例第５条」は 「がけ

条例」とも言われます。条例で「建築が制限され

ている範囲」は下図に示した範囲をいいます。 

※「住宅」には、併用住宅を含みます。 

  

○補助の対象となる「がけ地近接等危険区域」及び「危険住宅」とは以下の表のとおりです。 

 

福 岡 県 

 

 

福岡県では、平成２９年７月及び平成３０年７月に発生した九州北部豪雨をはじめとす

る土砂災害により、大きな人的・物的被害を被っております。 

こうした土砂災害から県民の生命、身体及び財産を守るため、福岡県では、がけ地の崩

壊等のおそれがある地域にお住まいの方を対象にした「がけ地近接等危険住宅移転事業」

を市町村が行う場合に、市町村への補助を実施しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がけ地近接等危険区域 
危険住宅 

既存不適格の住宅 その他の住宅 

１ 
福岡県建築基準法施行条例第５条に
より、建築が制限される範囲(＊１) 

昭和 49 年６月以前から左記の制限
範囲内に建っている既存の住宅 建築後の大規模地震、台風等によ

り安全上又は生活上の支障が生
じ、地方公共団体が移転勧告、是正
勧告、避難指示等を行った住宅。 
ただし、避難指示については、当該
指示が公示された日から六月を経
過している住宅に限る。 

２ 急傾斜地崩壊危険区域(＊２) 県が左記の区域を指定する以前から
区域内に建っている既存の住宅 ３ 土砂災害特別警戒区域(＊３) 

４ 
土砂災害特別警戒区域(＊３)に指定
される見込みのある区域 

 

５ 
過去３年間に災害救助法の適用を受
けた区域(＊４) 

がけ地近接等危険住宅移転事業のご案内 

１．がけ地近接等危険住宅移転事業とは 

(＊３） 「土砂災害特別警戒区域」とは、「土砂災害警

戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律」（土砂法）に基づいて、県が指定す

る区域をいいます。 

 ⇒（詳しくは裏面をご参照下さい） 

（＊２） 「急傾斜地崩壊危険区域」とは、「急傾斜地の

崩壊による災害の防止に関する法律」に基づい

て、県が指定する区域をいいます。 

（＊４） 「災害救助法の適用を受けた区域」とは、「災害

救助法」に基づいて、県が適用を決定した区域

をいいます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

（参考）土砂災害特別警戒区域について 
福岡県では、令和４年３月３１日現在、土砂災害のおそれがある区域のうち、建築物に

損害が生じ、住民等の生命又は身体に著しい危害が生じるおそれがある区域（土砂災害特

別警戒区域）を１６,６００箇所指定しております。土砂災害特別警戒区域の具体的な指定

箇所は、福岡県砂防課のホームページ（http://doboku-bousai.pref.fukuoka.lg.jp/sabo/）

のほか、市町村、各県土整備事務所及び県庁砂防課で確認することができます。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

※住宅金融支援機構では、土砂災害特別警戒区域からの移転勧告を受けた住宅等を対象とした融資、「地すべり等関連住

宅融資」があります。詳細は、住宅金融支援機構（電話番号：０１２０－０８６０－３５）へお尋ね下さい。 

 

 

 

２．補助金額について    

(１) 除却等費  

危険住宅の除却費、動産移転費、仮住居費などの費用に対し、１戸当たり 975 千円を上限とし

て補助します。 

(２) 建物助成費 

危険住宅に代わる住宅の建設、購入（必要な土地の取得を含む）及び改修をするために要する

資金を金融機関等から借入れた場合、借入金の利子相当額を補助します（借入れ利率年 ８．５％

を限度）。ただし、１戸当たりの限度額は、4,210 千円（建物 3,250 千円、土地 960 千円）です。 

＊ 特殊土壌地帯（行橋市、豊前市、京都郡、築上郡）については、１戸当たりの限度額が 7,318 千円（建

物 4,650 千円、土地 2,060 千円、敷地造成 608 千円）となります。 

＊ 住宅を新築する場合には、以下の要件に適合する必要があります。 

  ・土砂災害特別警戒区域外であること 

  ・省エネ基準に適合すること 

３．土砂災害特別警戒区域について 

【問い合わせ先】 

・事業の実施の有無、手続きや個別のご相談は、お住まいの市町村へ問い合わせください。 

・事業の概要その他については下記までご連絡ください。 

       福岡県 建築都市部 建築指導課 企画係 

 TEL ０９２－６５１－１１１１（内線４６８４）     E-mail :  kenshido@pref.fukuoka.lg.jp  

２０２２年３月３１日版 

(３)補助金負担割合 

国費：１／２、県費：１／４、市町村費：１／４ 

※さらに特別交付税措置があるため、市町村の財政負担は実質１／８で実施可能です。 

 

土砂災害警戒区域の指定[都道府県]
（土砂災害のおそれがある区域）

○情報伝達、警戒避難体制等の整備［市町村等］

土砂災害特別警戒区域の指定[都道府県]
（建築物に損壊が生じ、住民に著しい危害が生じる 
おそれがある区域） 

〇特定の開発行為に対する許可制 
 対象：住宅宅地分譲、社会福祉施設等のための

開発行為 
〇建築物の構造規制 
〇建築物に対する移転等の勧告 
〇建築物の移転等の支援策 

＜移転支援＞ 
・住宅金融新機構融資※ 
・がけ地近接等危険住宅移転事業 

砂防課の HP はこちら→ 


